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特別交付税に関する省令（抜粋） 

昭和五十一年十二月二十四日 自治省令第三十五号 

改正  平成二十二年十二月十日 総務省令第百八号 

 

（算定資料の提出）  

第一条  都道府県知事は、総務大臣の定める様式によつて、当該都道府県の特別交付税の額の算定に用いる資料その他総務大臣の定める資料を

作成し、これを総務大臣の指定する日までに総務大臣に提出しなければならない。  

２  市町村長は、総務大臣の定める様式によつて、当該市町村の特別交付税の額の算定に用いる資料その他総務大臣の定める資料を作成し、これ

を総務大臣の指定する日までに都道府県知事に提出しなければならない。 

 

（道府県に係る十二月分の算定方法）  

第二条  各道府県に対して毎年度十二月に交付すべき特別交付税の額は、第一号の額から第二号の額を控除した額（当該額が負数となるときは、

零とする。）に第三号の額を加えた額とする。 

 

一  次の表の上欄に掲げる事項について、それぞれ下欄に掲げる算定方法によつて算定した額（第十号、第十一号、第十四号から第十七号まで、

第二十三号、第二十八号、第二十九号、第三十二号、第三十六号、第三十八号及び第四十八号に掲げる事項については、これらの規定によつて算

定した額に、財政力指数（当該年度前三年度内の各年度の別に基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数を合算した数を三で除して得た

数をいう。以下同じ。）が〇・八以上の道府県にあつては〇・二を、〇・六以上〇・八未満の道府県にあつては〇・四を、〇・五以上〇・六未満の道府

県にあつては〇・八を、〇・五未満の道府県にあつては一・〇をそれぞれ乗じて得た額とする。）（表示単位は千円とし、表示単位未満の端数があると

きは、その端数を四捨五入する。）の合算額 

 

十 公営企業に係

る災害復旧事業

に要する経費の

財源に充てるため

借り入れた地方債

の元利償還金が

あること。 

次の各号によつて算定した額の合算額とする。 

一 地方公営企業法 （昭和二十七年法律第二百九十二号）の規定により地方団体が経営する病院事業に係る災害復

旧事業に要する経費の財源に充てるため借り入れた地方債（阪神・淡路大震災の災害復旧事業に要する経費の財源に

充てるため特定被災地方公共団体（阪神・淡路大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律（平成

七年法律第十六号）第二条第一項 の特定被災地方公共団体をいう。以下同じ。）及び総務大臣が指定する一部事務組

合が借り入れた地方債（以下「阪神・淡路大震災災害復旧事業債」という。）を除く。第三条第一項第三号イの表第十二号

において同じ。）の当該年度における元利償還金の財源に充てるため当該年度中に一般会計から病院事業特別会計に

繰り入れた額に〇・五を乗じて得た額 

十一 病院 に 要

する経費があるこ

と。 

次の各号によつて算定した額の合算額とする。 

一 医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第一条の五第一項に規定する病院のうち当該道府県等が経営する病院

（当該道府県が経営するもの及び当該道府県が地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第六条第三項に規

定する設立団体である公立大学法人等（地方独立行政法人法第六十八条第一項に規定する公立大学法人及び同法第

八十一条に規定する公営企業型地方独立行政法人をいう。以下同じ。）が経営するものをいう。以下同じ。）に係る上欄

に掲げる区分に従い、前年度の三月三十一日現在における中欄に掲げる種別の病床（感染症病床、同日現在において

休診している病院の病床及び病床利用率が前三年度継続して零である病床の種別に属する病床を除く。以下同じ。）の

数（次表第一号又は第二号の上欄に掲げる病院の病床の数が百を超えるときは、それぞれ百から百を超えた病床の数

に二を乗じて得た数を控除して得た数とする。）に、それぞれ下欄に掲げる額を乗じて得た額の合算額 

区分 病床の数 額 

一 その有する病床が主として医療法第七条第二項に規定する

一般病床又は療養病床（以下「一般病床等」という。）である病

院のうち主として理学療法又は作業療法を行う病院（以下「リハ

一般病床等の数（ただし、結

核病床又は精神病床（医療

法第七条第二項に規定する

 

一、二三〇、〇〇〇円

   ：下線は今回の改正部分 
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ビリテーション専門病院」という。）以外の病院及び当該病院の

施設の全てが児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）

第七条に規定する児童福祉施設である病院以外の病院（以下

「一般病院」という。）で次に掲げる条件を満たすもの 

 

ものをいう。以下「結核病床

等」という。）を有する場合で

あつて、一般病床等の数が

百未満のときは、百から一般

病床等の数を控除して得た

数を上限として結核病床等

の数を加える。） 

イ その有する病床が一五〇床未満であること。 

ロ 当該病院から最寄りの一般病院までの移動距離が十五キロ

メートル以上となる位置に所在していること。 
 

二 右欄に掲げる一般病院以外の一般病院で次に掲げる条件

を満たすもの 

一般病床等の数（ただし、精

神病床を有する場合であつ

て、一般病床等の数が百未

満のときは、百から一般病床

等 の 数 を 控 除 し て 得た 数 

を上限として精神病床の数を

加える。） 

八二〇、〇〇〇円 

イ その有する病床が一五〇床未満であること。 

ロ 当該病院が直近の国勢調査の結果による人口集中地区以

外の区域に所在していること。 

 

三 四以外の病院 結 核 病 床 の 数 （ 第 一 号 

中欄のただし書において加

えた結核病床の数を除く。） 

八七七、〇〇〇円 

精神病床の数（第一号又は

第二号の中欄のただし書に

おいて加えた精神病床の数

を除く。） 

七三一、〇〇〇円 

四 リハビリテーション専門病院 一般病床等の数及び結核病

床等の数の合計数 

五〇〇、〇〇〇円 

二 道府県等が経営する病院であつて、小児救急医療を提供するものとして総務大臣が調査した病院数に一二、七六

二、〇〇〇円を乗じて得た額 

  

三 道府県の救急医療計画に基づき当該道府県が整備し、運営する救命救急センター（当該道府県が地方独立行政法

人法第六条第三項に規定する設立団体である公立大学法人等が整備し、運営する救命救急センターを含む。）につい

て、前年度の三月三十一日現在における救命救急センターごとにその有する病床の数に四、四七二、〇〇〇円を乗じて

得た額（病床の数が三十以上の場合は、一三四、一六六、〇〇〇円） 

四 道府県等が経営する病院であつて周産期医療を提供しているものについて、総務大臣が調査した次の表の上欄に

掲げる種別の病床の前年度の三月三十一日現在における数に、それぞれ下欄に掲げる額を乗じて得た額 

区分 額 

一 厚生労働大臣が定める施設の基準に適合しているものとして都道府県知事に届

け出た新生児特定集中治療室又は総合周産期特定集中治療室（都道府県知事に

届け出を行う予定の新生児特定集中治療室又は総合周産期特定集中治療室を含

む。）（以下「新生児特定集中治療室等」という。）の有する病床の数 

三、九八六、〇〇〇円

二 新生児特定集中治療室等に準ずる機能を有するものとして総務大臣が調査した

新生児特定集中治療室又は総合周産期特定集中治療室（右欄の括弧書において

加えた数を除く。）（以下「新生児特定集中治療室等に準ずる室」という。）の有する

病床の数 

三、一八九、〇〇〇円

三 新生児特定集中治療室等の後方病室（新生児特定集中治療室等において管 一、八七一、〇〇〇円
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理していた者のうち、軽快して管理の程度を緩めうる状態となつた者若しくは同室に

おける管理が必要とされる状態に移行することが予想されるものの現時点では管理

の程度が緩やかな状態である者若しくは生命の危険性が低いか若しくは消失した妊

婦若しくはじょく婦を収容する室又は新生児特定集中治療室等から退出した児童若

しくは点滴、酸素投与等の処置を必要とする児童を収容する室。以下同じ。）の有す

る病床の数 

四 新生児特定集中治療室等に準ずる室の後方病室（新生児特定集中治療室等に

準ずる室において管理していた者のうち、軽快して管理の程度を緩めうる状態となつ

た者若しくは同室における管理が必要とされる状態に移行することが予想されるもの

の現時点では管理の程度が緩やかな状態である者若しくは生命の危険性が低いか

若しくは消失した妊婦若しくはじよく婦を収容する室又は新生児特定集中治療室等

に準ずる室から退出した児童、若しくは点滴、酸素投与等の処置を必要とする児童

を収容する室。以下同じ。）の有する病床の数 

一、四九六、〇〇〇円

五 道府県等が経営する病院であつて小児医療を提供しているものについて、小児医療のための専用のものとして総務

大臣が調査した病床の前年度の三月三十一日現在における数に一、四六五、〇〇〇円を乗じて得た額 

六 道府県等が経営する病院であつて感染症病床を有するものについて、総務大臣が調査した感染症病床の前年度の

三月三十一日現在における数に四、一〇七、〇〇〇円を乗じて得た額 

十七 地方公営

企業等職員に係

る基礎年金拠出

金に係る公的負

担に要する経費

があること。 

地方公営企業法 の全部又は一部を適用している事業（地方独立行政法人法第八十一条 の公営企業型地方独立行政

法人の経営するものを含む。以下この号において「公営企業等」という。）で、前々年度において経常収益（当該公営企

業等の職員に係る基礎年金拠出金に係る公的負担に要する経費として一般会計において負担する額（以下この号にお

いて「基礎年金拠出金に係る負担額」という。）を除く。）の経常費用に対する不足額（以下この号において「経常収支の

不足額」という。）を生じているものについて、当該経常収支の不足額の範囲内において当該基礎年金拠出金に係る負

担額のうち特別交付税の算定の基礎とすべきものとして総務大臣が調査した額に〇・五を乗じて得た額とする。 

三十三 病院事

業に係る追加費

用の負担に要す

る経費があること。 

次の算式によつて算定した額から当該都道府県の普通交付税に関する省令第九条第一項に規定する密度補正に用い

る密度の算定の基礎として同項の表都道府県の項第二欄第六号に規定する病床の数に八三、○○○円を乗じて得た額

を控除して得た額（当該額が負数となるときは、零とする。）とする。 

算式 

 （Ａ―Ｂ×１．１）×３２８，０００円 

算式の符号 

Ａ 前年度の３月 31 日現在における当該道府県の病院職員数（当該道府県が地方独立行政法人法第六条第三項に規

定する設立団体である同法第八十一条に規定する公営企業型地方独立行政法人が経営する病院の職員数を含む。）と

して総務大臣が調査した数 

Ｂ 昭和３８年の３月３１日現在における当該道府県の病院職員数として総務大臣が調査した数 

 

 

（市町村に係る十二月分の算定方法）  

第三条  各市町村に対して毎年度十二月に交付すべき特別交付税の額は、第一号の額及び第六号の額の合算額に、第三号の額から第四号の額

を控除した額（当該額が負数となるときは、零とする。）と第二号の額の合算額から第五号の額を控除した額（当該額が負数となるときは、零とする。）を

加えた額とする。 

 

三  次に掲げる額の合算額 

イ 次の表の上欄に掲げる事項について、それぞれ下欄に掲げる算定方法によつて算定した額（第十二号から第十六号まで、第二十二号から第二
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十五号まで、第二十九号、第三十六号、第四十三号、第五十三号、第六十三号及び第六十七号から第七十号までに掲げる事項については、これら

の規定によつて算定した額に、財政力指数が〇・八以上の指定都市（地方自治法第二百五十二条の十九第一項 の指定都市をいう。以下同じ。）に

あつては〇・五を、〇・六以上〇・八未満の指定都市にあつては〇・七を、〇・五以上〇・六未満の指定都市にあつては〇・九を、〇・五未満の指定都

市にあつては一・〇をそれぞれ乗じて得た額とする。）（表示単位は千円とし、表示単位未満の端数があるときは、その端数を四捨五入する。）の合算

額 

 

十五 病院 に 要

する経費があるこ

と。 

医療法第一条の五第一項に規定する病院のうち当該市町村が経営する病院（当該市町村が地方独立行政法人法第六

条第三項に規定する設立団体である公立大学法人等が経営する病院を含む。）（都道府県及び市町村が組織する組合

の経営する病院又は都道府県及び市町村が設立する公営企業型地方独立行政法人が経営する病院にあつては、都道

府県知事の申告に基づき総務大臣が指定した市町村が経営するものとみなす。）について、前条第一項第一号の表第

十一号に規定する算定方法に準じて算定した額とする。 

十六 地方公営

企業等職員に係

る基礎年金拠出

金に係る公的負

担に要する経費

があること。 

前条第一項第一号の表第十七号に規定する算定方法に準じて算定した額とする。 

四十五 病院事

業に係る追加費

用の負担に要す

る経費があること。 

次の算式によつて算定した額から当該市町村の普通交付税に関する省令第九条第一項に規定する密度補正に用いる

密度の算定の基礎として同項の表市町村の項第二欄第九号に規定する病床の数に八三、〇○○円を乗じて得た額を控

除して得た額（当該額が負数となるときは、零とする。）とする。 

算式 

（Ａ―Ｂ×１．１）×１７３，０００円 

算式の符号 

Ａ 前年度の３月３１日現在における当該市町村の病院職員数（当該市町村が地方独立行政法人法第六条第三項に規

定する設立団体である同法第八十一条に規定する公営企業型地方独立行政法人が経営する病院の職員数を含む。）と

して総務大臣が調査した数 

Ｂ 昭和３８年３月３１日現在における当該市町村の病院職員数として総務大臣が調査した数 

 

附則 

４  平成二十二年度に限り、第二条第一項第一号の額は、同号の規定によつて算定した額に、次の各号によつて算定した額（表示単位は千円とし、

表示単位未満の端数があるときは、その端数を四捨五入する。）の合算額を加えた額とする。 

六  へき地保健医療事業実施計画（以下この号において「計画」という。）を実施する道府県について、次の算式によつて算定した額 

   算式 

Ａ＋Ｂ＋Ｃ×０．６＋Ｄ＋Ｅ×０．６＋Ｆ×０．６ 

算式の符号 

Ａ  計画に基づき当該年度に実施される巡回診療事業に係る巡回診療実施日数に４０，０００円を乗じて得た額 

Ｂ  計画に基づき当該年度に実施されるへき地診療所等の応援医師及び代診医師の派遣事業に係る派遣日数に４８，０００円を乗じて得た額 

Ｃ  計画に基づき当該道府県が離島等救急患者搬送事業について当該年度に負担する額のうち特別交付税の算定の基礎とすべきものとして総務

大臣が調査した額 

Ｄ  計画に基づき当該年度に実施されるへき地診療所等の訪問看護事業に係る訪問日数に３８，０００円を乗じて得た額 

Ｅ  計画に基づき当該道府県が遠隔地医療事業について当該年度に負担する額のうち特別交付税の算定の基礎とすべきものとして総務大臣が調

査した額 

Ｆ  へき地診療所等に係る施設整備事業（病院事業会計に係る事業を除く。）に要する経費に充てるため平成５年度以降に発行について同意又は
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5 

 
許可を得た地方債（当該年度の１０月１日以降に借り入れた地方債を除く。）の当該年度における元利償還金 

 

１２  平成二十二年度に限り、第三条第一項第三号イの額は、同号イの規定によつて算定した額に、次の各号によつて算定した額（表示単位は千円

とし、表示単位未満の端数があるときは、その端数を四捨五入する。）の合算額を加えた額とする。 

四 へき地保健医療事業実施計画（以下この号において「計画」という。）を実施する市町村について、次の算式によつて算定した額 

算式 

Ａ＋Ｂ＋Ｃ×０．６＋Ｄ＋Ｅ×０．６＋Ｆ×０．６ 

算式の符号 

Ａ  計画に基づき当該年度に実施されるへき地診療所等の応援医師及び代診医師の派遣要請事業に係る派遣要請日数に４６，０００円を乗じて得 

た額 

Ｂ  計画に基づき当該年度に実施されるへき地診療所等の研究、研修事業に係る研究、研修回数に１９，０００円を乗じて得た額 

Ｃ  計画に基づき当該市町村が離島等救急患者搬送事業について当該年度に負担する額のうち特別交付税の算定の基礎とすべきものとして総務

大臣が調査した額 

Ｄ  計画に基づき当該年度に実施されるへき地診療所等の訪問看護事業に係る訪問日数に３８，０００円を乗じて得た額 

Ｅ  計画に基づき当該市町村が遠隔地医療事業について当該年度に負担する額のうち特別交付税の算定の基礎とすべきものとして総務大臣が調

査した額 

Ｆ  へき地診療所等に係る施設整備事業（病院事業会計に係る事業を除く。）に要する経費に充てるため平成５年度以降に発行について同意又は

許可を得た地方債（当該年度の１０月１日以降に借り入れた地方債を除く。）の当該年度における元利償還金 

 

十四 「公立病院改革ガイドラインについて」（平成十九年十二月二十四日総務省地域企業経営企画室第百三十四号通知）に基づき、策定された公

立病院改革プランの点検、評価及び公表を行う市町村について、五○○、○○○円（公立病院改革プランの点検、評価及び公表を行う一部事務組

合又は広域連合を組織する市町村にあつては、五〇〇、〇〇〇円を特別交付税の算定の基礎とすべきものとして総務大臣が調査した負担割合によ

り按分した額とする。） 

 

１３ 平成二十一年度から平成二十五年度までの間に限り、第三条第一項第三号イの表第十五号の額は、同号の額に、平成二十年度において改正

前の省令第二条第一項第一号の表第十一号の表第一項又は第二項の上欄に規定する病院（第二条第一項第一号の表第十一号の表第一項又は

第二項の上欄に規定する病院を除く。）であつて、市町村が経営するものにおける前年度の三月三十一日現在における一般病床等の数（当該数が

九十九を超えるときは、九十九とする。）に六八〇、〇〇〇円を乗じて得た額を加えた額とする。 



単 価 単 価 差 平 成 年 度

場合は ０．４を、同指数が ０．５以上０．６未満の場合は０．８を、同指数が ０．５未満の場合は

別紙2

平成22年度 病院事業関係特別交付税措置単価
（県　分）

区 分
平成22年度 （ 参 考 ）

単 価 22／21 単 価 差 平 成 21 年 度
(千円) 伸 び 率　% (千円) (千円)

病

床

割

不 採 算 地 区 病 院
第 １ 種 (注) 1,230 0.0 0 1,230
第 ２ 種 820 0.0 0 820

結 核 病 床 877 32.7 216 661
精 神 病 床 731 24.3 143 588
リ ハ ビ リ 病 院 500 0.0 0 500

周産期医療病床

第 1 種 (注） 3,986 12.3 436 3,550
第 ２ 種 3,189 12.3 349 2,840
第 ３ 種 1,871 5.4 96 1,775
第 ４ 種 1,496 5.4 76 1,420

小 児 医 療 病 床 1,465 4.6 65 1,400
感 染 床 病 床 4,107 皆増 皆増 -

救 命 ・ 救 急 セ ン タ ー ３ ０ 床 以 上 定 額 134,166 0.0 0 134,166
１ 床 当 た り 4,472 0.0 0 4,472

小 児 救 急 医 療 提 供 病 院 12,762 27.6 2,762 10,000
　追　　加　　費　　用　　（対象職員数当り） 328 31.7 79 249

(市町村等分)

区 分区 分
平成22年度 （ 参 考 ）

単 価 ／22／21 単 価 差 平 成 年 度21
(千円) 伸 び 率　% (千円) (千円)

病

床

割

不 採 算 地 区 病 院
第 １ 種 (注) 1,230 0.0 0 1,230
第 ２ 種 820 0.0 0 820

結 核 病 床 877 32.7 216 661
精 神 病 床 731 24.3 143 588
リ ハ ビ リ 病 院 500 0.0 0 500

周産期医療病床

第 1 種 (注) 3,986 12.3 436 3,550
第 ２ 種 3,189 12.3 349 2,840
第 ３ 種 1,871 5.4 96 1,775
第 ４ 種 1,496 5.4 76 1,420

小 児 医 療 病 床 1,465 4.6 65 1,400
感 染 床 病 床 4,107 皆増 皆増 -

救 命 ・ 救 急 セ ン タ ー ３ ０ 床 以 上 定 額 134,166 0.0 0 134,166
１ 床 当 た り 4,472 0.0 0 4,472

小 児 救 急 医 療 提 供 病 院 12,762 27.6 2,762 10,000
　追　　加　　費　　用　　（対象職員数当り） 173 19.3 28 145

(注) 1.　不採算地区病院とは、その有する病床数が主として一般病床又は療養病床（以下「一般病床等」
という。）である病院のうち主として理学療法又は作業療法を行う病院以外の病院及び当該病院が

主として児童福祉施設である病院以外の病院（以下「一般病院」という。）で次に掲げる条件を満た

 すもの。
（第１種）　病床数が150床未満であり、直近の一般病院までの移動距離が15キロメートル以上となる
　　　　　　位置に所在している一般病院
(第2種）　病床数が150床未満であり、人口集中地区以外の区域に所在している病院
※　不採算地区病院でその有する病床数が100床を超える場合は、150床で零となるよう逓減。
2. 道府県については､財政力指数が０．８以上の場合は０．２を､同指数が０．６以上０．８未満の

場合は ０．４を、同指数が ０．５以上０．６未満の場合は０．８を、同指数が ０．５未満の場合は
１．０をそれぞれ乗じて得た額とする。政令指定都市については、財政力指数が ０．８以上の
場合は０．５を､同指数が０．６以上０．８未満の場合は ０．７を､同指数が０．５以上０．６未満の
場合は ０．９を、同指数が ０．５未満の場合は １．０を乗じて得た額とする (ただし、道府県、政令



指定都市とも追加費用を除く)。

３．周産期病床については、次に掲げる条件を満たすもの
（第１種）　厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た新生児
　　　　　　特定集中治療室又は総合周産期特定集中治療室（以下「新生児特定集中治療室等」と
　　　　　　いう。）の有する病床
（第2種）　新生児特定集中治療室等に準じる機能を有する新生児特定集中治療室又は総合周産期
　　　　　　特定集中治療室（以下「新生児特定集中治療室等に準ずる室」という。）の有する病床
（第3種）新生児特定集中治療室等の後方病室の有する病床
（第4種）新生児特定集中治療室等に準ずる室の後方病室の有する病床


	2010.12.16.092119.
	221210修正　特別交付税に関する省令（原本）
	自病協通知特交単価22年
	別紙一


